
価格交渉を行いたい

対象者

内　容

価格交渉に役立つツール

〇　価格交渉支援ツール（埼玉県）
主要な原材料価格（1,420 品目）の推移が可視化された資料が作成できま
す。
実用的な様々な特徴があり、価格設定が適切であることの根拠資料として
活用できます。

・一般的な表計算ソフトを使用しており、誰でも簡単に作成可能
・公表データを基に作成しており、信頼性が高い
・頻繁にデータを更新するため、常に最新の状態を維持　等

【詳細】
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/library-info/kakakukoush-
outool.html 

〇　中小企業・小規模事業者の価格交渉ハンドブック（中小企業庁）
価格交渉の準備段階での確認事項や、交渉を行う上で押さえておくとよいポイントなどを、
中小企業等の協力を得てわかりやすくまとめています。
【詳細】https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/pamflet/kakaku_kosho_handbook.pdf 

〇　価格交渉ノウハウ・ハンドブック（中小企業庁）
合理的な説明のない価格低減要請や、コスト上昇分の取引価格への反映など、個別のケース
ごとに具体的な交渉のノウハウを紹介しています。
【詳細】https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2020/200305support.pdf

〇　適正取引講習会eラーニング（中小企業庁）
取引先との適切な関係構築に向けて、下請法や価格交渉を基礎から学べる一貫したカリキュ
ラム。いつでも学べる収録配信講習で基礎学習と、より実践的に学ぶライブ配信講習を実施
しています。
【詳細】https://tekitorisupport.go.jp/e-learning/

※その他、価格交渉に役立つツールは福岡県ホームページで紹介しています。
　https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kakakutennka.html#negotiation

事業者

価格交渉に関するお悩みを解決するのに役立つツールを紹介します。

経営セーフティ共済（中小企業倒産防止共済制度）

１年以上継続して事業を行っている中小企業者です。

FAX：０９２―６２４―３３００ http://www.joho-fukuoka.or.jp
（公財）福岡県中小企業振興センター経営支援部 取引支援室 情報取引推進課
TEL：０９２―６２２―６６８０
最寄りの商工会議所・商工会・福岡県中小企業団体中央会（巻末の「お問い合わせ先一覧」
参照）、金融機関

（１）下記お問い合わせ先の担当者から、十分に説明を受けたうえで、申し込んでください。（申込
金は不要です。）

（２）中小企業基盤整備機構（中小機構）の加入審査後、加入が認められた場合は中小機構から共済
契約締結証書・加入者必携をお送りします。

（３）掛金の初回の引き落としは、原則として加入申込月の翌々月となります。（加入申込月の当月
分と翌月分、翌々月分の３か月分の掛金が請求され、その後は毎月請求されます。この他、加
入時のみ振込みによる前納もございます。）

（４）取引先が倒産し、回収が困難となった売掛金債権等が生じましたら、加入手続きを行った委託
機関に共済金の貸付請求をしてください。

（５）共済金の請求を行った後、中小機構の審査が済み次第、共済金貸付決定通知書が届きますの
で、あらかじめ指定した金融機関で共済金をお借り入れください。

加入後６か月以上経過して取引先事業者が倒産（注）した場合、売掛金などの回収が困難となった額
と、納付した掛金総額の１０倍に相当する額のいずれか少ない額（貸付限度額８，０００万円）の貸付を
受けることができます。（注：倒産には「夜逃げ」は含まれません。）
（１）毎月の掛金
　　　①掛金月額は５,０００円から２００,０００円の範囲内（５,０００円単位）で設定でき、加入後増額・減額
　　　　することもできます。掛金総額は８００万円まで積立てることができます。（減額には一定の要
　　　　件が必要です。）
　　　②掛金総額が掛金月額の４０倍に達した後は掛け止めもできます。また４０か月以上納付し、任意
　　　　解約した場合、１００％掛金が戻ります。
（２）税法上の取扱い
　　　掛金は必要経費（個人）または損金（法人）に算入できます。
　　　（注）令和６年10月１日以降に共済契約を解約し、再度共済契約を締結（再加入）する場合、
　　　その解約の日から２年を経過する日までの間に支出する掛金については、必要経費または損金
　　　に算入できなくなります。
（３）共済金の貸付の条件
　　　①貸付けにあたっては、担保・保証人は必要ありません。
　　　②共済金の貸付けは無利子ですが、貸付けを受けた共済金の１０分の１に相当する額が掛金総額
　　　　から控除されます。
　　　③償還期間は貸付額に応じて償還期間（５年、６年、７年）がかわります。（償還期間には６
　　　　か月の据置期間が含まれます。）
　　　④早期償還手当金は貸付けを受けた共済金を当初の約定償還期限より早期に完済して、一定の
　　　　条件を満たす場合に支給されます。
（４）一時貸付金制度
　　　臨時に事業資金を必要とする時は、解約手当金の95％の範囲内で貸付けを受けることができます。

取引先の倒産による自社の連鎖倒産を防止したい

お問い合わせ先

対象者

内　容

取引先事業者が倒産し、売掛金債権等が回収困難になった場合に、貸付けが受けられる共済制度です。
「もしも」のときの資金調達手段として当面の資金繰りをバックアップします。

活用方法

8483
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